
国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 19,234 -0.7% 1.8% 0.6%
東証株価指数（TOPIX） 1,544 -0.1 2.0 1.7
東証REIT指数 1,794 -0.8 -1.7 -3.3
米ダウ平均株価 20,624 1.7 4.1 4.4
米S&P500指数 2,351 1.5 3.5 5.0
米MSCI REIT指数 1,161 -0.1 0.2 1.3
MSCI ワールド（先進国） 1,836 1.2 2.8 4.9
MSCI AC欧州 412 0.8 1.3 3.1
MSCI エマージング 939 1.0 4.6 8.9
MSCI ACアジア（日本を除く） 562 0.9 4.4 9.3
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 112.84 -0.3% -1.6% -3.5%
ユーロ 119.81 -0.6 -1.7 -2.6
豪ドル 86.51 -0.4 0.5 2.7
ニュージーランド・ドル 81.07 -0.5 -0.7 0.1
ブラジル・レアル 36.42 0.2 2.4 1.3
メキシコ・ペソ 5.52 -0.8 5.7 -2.1
トルコ・リラ 31.02 1.0 2.8 -7.3
南アフリカ・ランド 8.65 2.3 2.9 1.5
中国人民元 16.45 -0.2 -0.6 -2.1
インドネシア・ルピア (x100) 0.85 -0.5 -1.5 -2.5
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.41 0.01 -0.01 -0.03
ドイツ10年 0.30 -0.02 -0.05 0.09
日本10年 0.09 0.00 0.04 0.05
ブラジル2年 10.09 -0.01 -0.45 -0.94
メキシコ2年 6.91 0.07 -0.05 0.13
トルコ2年 11.45 0.06 0.08 0.82
インドネシア2年 7.00 0.01 0.03 -0.47
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,237 0.3% 2.1% 7.5%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 53 -0.9% 4.5% -0.6%
VIXボラティリティ指数 11.0 5.9% -7.9% -18.2%
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日次終値 
200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年3月1日~2017年2月17日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年3月1日~2017年2月17日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年3月1日~2017年2月17日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 2月14日    米国:1月NFIB中小企業楽観指数、2004年来の高水準。  
• 2月14日 米国:イエレンFRB議長による半期議会証言、 
           「引き締めを待ちすぎるのは適切でない」、「今後数回の 
           政策会合で利上げを議論」とし、利上げに前向きな姿勢。 
• 2月14日    ユーロ圏:10-12月期実質GDP前期比+0.4% 
• 2月15日 米国:1月CPI前月比+0.6%、約4年ぶりの高い伸び。 
• 2月15日    米国:1月小売売上高（自動車・ガソリンを除く） 
            前月比+0.7%、高めの伸び、12月に続き消費は堅調。 

Q. 先週の日米株式市場の動きは？ 
米国は上昇、日本は下落。米国株式については、上記のとおり、経済指標
が堅調で、株価は上昇した。ダウ平均株価は過去最高値を更新。一方、日
本株式については、米国の長期金利が上昇したにも関わらず、円高基調
で推移したこともあり、株価は上昇圧力を受けず、下落した。 

Q. 今週の主なイベントは？  
• 2月21日 米国・ユーロ圏:2月Markit製造業・サービス業PMI速報値、 
          1月実績値：米国:製造業55.0、サービス55.6、 
          同ユーロ圏:製造業55.2、サービス53.7、いずれも堅調。 
• 2月22-23日 ブラジル:金融政策会合、市場予想は0.75%の利下げ。 

Q. なぜ、保護主義や入国禁止令でも株高なのか？ 
• 【トランプ大統領の経済政策なしでも堅調な企業業績】 2月17日時点で、

S&P500指数の時価総額で約88%を占める企業が決算を発表済み。発
表を終えた企業の増益率（10-12月期分、営業利益、前年同期比）は、
23.1%と堅調（エネルギーセクターを除いても同10.2%）。 

• 【トランプ大統領の経済政策なしでも堅調な米国経済】 米国の経済指
標は、ここ数年1-3月に季節要因も作用して低調になる傾向が見られた。
しかし、上記のとおり、先週も1月分の中小企業の景況感や、小売売上
高、物価などの経済指標が堅調に推移している。 

• 【引き続き、トランプ大統領の経済政策への期待も強い】 トランプ大統
領の経済政策はまだ明らかにされていない。それらは今後、『予算教
書』などを通じて具体的なプランが打ち出されるのが通例である。 

• トランプ大統領の最近の発言を拾うと、減税については先々週に「驚くべ
きプランを打ち出す」とし、財政支出についても先週末に、戦闘機の「大
型発注を真剣に検討中」と述べている。株式市場はこれらの発言を好感
し、高値更新が続いている。こうした反応は政策への期待と共に、おそら
く、まだ買えていない投資家が少なからず存在することの示唆だろう。 

• また、例えば「入国禁止令」に関する米国国内の世論調査を見ても、支
持・不支持は真っ二つに割れている。日本にいる投資家からすれば、入
国禁止令は極端な政策に映り、調査結果に違和感を覚えるが、おそらく、
この世論調査の結果と同様、金融市場も「まだ買える」「もう割高」といっ
た形で、二つに割れているということだろう。「まだ買える」と考える投資
家がいれば、たとえ懐疑的でも追随を余儀なくされる投資家もいるだろう。 
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